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ID: 649  

担当部署: 健康福祉部 こども家庭課 

処分の概要 事務の適正な実施のための監督上の命令 

法 令 名 

根 拠 条 項 
児童福祉法 第21条の13 

法 令 番 号 昭和22年法律第164号 

【基準】 

 法第21条の13の規定による。 

第21条の13 市町村長は、第21条の11第3項の規定により行われる調整等の事務の適正な実

施を確保するため必要があると認めるときは、その事務を受託した者に対し、当該事務に

関し監督上必要な命令をすることができる。 

 

 

備考  

【共通担当部署】 

健康福祉部 保育課 

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 
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ID: 650  

担当部署: 健康福祉部 こども家庭課  

処分の概要 助産の実施の解除 

法 令 名 

根 拠 条 項 
児童福祉法 第22条 

法 令 番 号 昭和22年法律第164号 

【基準】 

 法第22条の規定による。 

第22条 都道府県、市及び福祉事務所を設置する町村(以下「都道府県等」という。)は、そ

れぞれその設置する福祉事務所の所管区域内における妊産婦が、保健上必要があるにもか

かわらず、経済的理由により、入院助産を受けることができない場合において、その妊産

婦から申込みがあつたときは、その妊産婦に対し助産施設において助産を行わなければな

らない。ただし、付近に助産施設がない等やむを得ない事由があるときは、この限りでな

い。 

2 前項に規定する妊産婦であつて助産施設における助産の実施(以下「助産の実施」とい

う。)を希望する者は、厚生労働省令の定めるところにより、入所を希望する助産施設そ

の他厚生労働省令の定める事項を記載した申込書を都道府県等に提出しなければならな

い。この場合において、助産施設は、厚生労働省令の定めるところにより、当該妊産婦の

依頼を受けて、当該申込書の提出を代わつて行うことができる。 

3 都道府県等は、第25条の7第2項第3号、第25条の8第3号又は第26条第1項第5号の規定によ

る報告又は通知を受けた妊産婦について、必要があると認めるときは、当該妊産婦に対

し、助産の実施の申込みを勧奨しなければならない。 

4 都道府県等は、第1項に規定する妊産婦の助産施設の選択及び助産施設の適正な運営の確

保に資するため、厚生労働省令の定めるところにより、当該都道府県等の設置する福祉事

務所の所管区域内における助産施設の設置者、設備及び運営の状況その他の厚生労働省令

の定める事項に関し情報の提供を行わなければならない。 

 

備考  

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 
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ID: 651  

担当部署: 健康福祉部 こども家庭課  

処分の概要 母子保護の実施の解除 

法 令 名 

根 拠 条 項 
児童福祉法 第23条 

法 令 番 号 昭和22年法律第164号 

【基準】 

 法第23条の規定による。 

第23条 都道府県等は、それぞれその設置する福祉事務所の所管区域内における保護者が、

配偶者のない女子又はこれに準ずる事情にある女子であつて、その者の監護すべき児童の

福祉に欠けるところがある場合において、その保護者から申込みがあつたときは、その保

護者及び児童を母子生活支援施設において保護しなければならない。ただし、やむを得な

い事由があるときは、適当な施設への入所のあつせん、生活保護法(昭和25年法律第144

号)の適用等適切な保護を行わなければならない。 

2 前項に規定する保護者であつて母子生活支援施設における保護の実施(以下「母子保護の

実施」という。)を希望するものは、厚生労働省令の定めるところにより、入所を希望す

る母子生活支援施設その他厚生労働省令の定める事項を記載した申込書を都道府県等に提

出しなければならない。この場合において、母子生活支援施設は、厚生労働省令の定める

ところにより、当該保護者の依頼を受けて、当該申込書の提出を代わつて行うことができ

る。 

3 都道府県等は、前項に規定する保護者が特別な事情により当該都道府県等の設置する福

祉事務所の所管区域外の母子生活支援施設への入所を希望するときは、当該施設への入所

について必要な連絡及び調整を図らなければならない。 

4 都道府県等は、第25条の7第2項第3号、第25条の8第3号若しくは第26条第1項第5号又は売

春防止法(昭和31年法律第118号)第36条の2の規定による報告又は通知を受けた保護者及び

児童について、必要があると認めるときは、その保護者に対し、母子保護の実施の申込み

を勧奨しなければならない。 

5 都道府県等は、第1項に規定する保護者の母子生活支援施設の選択及び母子生活支援施設

の適正な運営の確保に資するため、厚生労働省令の定めるところにより、母子生活支援施

設の設置者、設備及び運営の状況その他の厚生労働省令の定める事項に関し情報の提供を

行わなければならない。 

 

備考  

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 
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ID: 641  

担当部署: 健康福祉部 こども家庭課  

処分の概要 受給資格の喪失 

法 令 名 

根 拠 条 項 
児童手当法 第4条 

法 令 番 号 昭和46年法律第73号 

【基準】 

 法第4条及び第5条の規定による。 

(支給要件) 

第4条 児童手当は、次の各号のいずれかに該当する者に支給する。 

(1) 次のイ又はロに掲げる児童(以下「支給要件児童」という。)を監護し、かつ、これ

と生計を同じくするその父又は母(当該支給要件児童に係る未成年後見人があるとき

は、その未成年後見人とする。以下この項において「父母等」という。)であつて、日

本国内に住所(未成年後見人が法人である場合にあつては、主たる事務所の所在地とす

る。)を有するもの 

イ 15歳に達する日以後の最初の3月31日までの間にある児童(施設入所等児童を除く。

以下この章及び附則第2条第2項において「中学校修了前の児童」という。) 

ロ 中学校修了前の児童を含む2人以上の児童(施設入所等児童を除く。) 

(2) 日本国内に住所を有しない父母等がその生計を維持している支給要件児童と同居

し、これを監護し、かつ、これと生計を同じくする者(当該支給要件児童と同居するこ

とが困難であると認められる場合にあつては、当該支給要件児童を監護し、かつ、これ

と生計を同じくする者とする。)のうち、当該支給要件児童の生計を維持している父母

等が指定する者であつて、日本国内に住所を有するもの(当該支給要件児童の父母等を

除く。以下「父母指定者」という。) 

(3) 父母等又は父母指定者のいずれにも監護されず又はこれらと生計を同じくしない支

給要件児童を監護し、かつ、その生計を維持する者であつて、日本国内に住所を有する

もの 

(4) 15歳に達する日以後の最初の3月31日までの間にある施設入所等児童(以下「中学校

修了前の施設入所等児童」という。)が委託されている小規模住居型児童養育事業を行

う者若しくは里親又は中学校修了前の施設入所等児童が入所若しくは入院をしている障

害児入所施設、指定発達支援医療機関、乳児院等、障害者支援施設、のぞみの園、救護

施設、更生施設、日常生活支援住居施設若しくは婦人保護施設(以下「障害児入所施設

等」という。)の設置者 

2 前項第1号の場合において、児童を監護し、かつ、これと生計を同じくするその未成年後

見人が数人あるときは、当該児童は、当該未成年後見人のうちいずれか当該児童の生計を

維持する程度の高い者によつて監護され、かつ、これと生計を同じくするものとみなす。 

3 第1項第1号又は第2号の場合において、父及び母、未成年後見人並びに父母指定者のうち

いずれか2以上の者が当該父及び母の子である児童を監護し、かつ、これと生計を同じく

するときは、当該児童は、当該父若しくは母、未成年後見人又は父母指定者のうちいずれ

か当該児童の生計を維持する程度の高い者によつて監護され、かつ、これと生計を同じく

するものとみなす。 

4 前2項の規定にかかわらず、児童を監護し、かつ、これと生計を同じくするその父若しく

は母、未成年後見人又は父母指定者のうちいずれか1の者が当該児童と同居している場合

(当該いずれか1の者が当該児童を監護し、かつ、これと生計を同じくするその他の父若し

くは母、未成年後見人又は父母指定者と生計を同じくしない場合に限る。)は、当該児童

は、当該同居している父若しくは母、未成年後見人又は父母指定者によつて監護され、か

つ、これと生計を同じくするものとみなす。 

 

第5条 児童手当(施設入所等児童に係る部分を除く。)は、前条第1項第1号から第3号までの

いずれかに該当する者の前年の所得(1月から5月までの月分の児童手当については、前々

年の所得とする。)が、その者の所得税法(昭和40年法律第33号)に規定する同一生計配偶

者及び扶養親族(施設入所等児童を除く。以下「扶養親族等」という。)並びに同項第1号
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から第3号までのいずれかに該当する者の扶養親族等でない児童で同項第1号から第3号ま

でのいずれかに該当する者が前年の12月31日において生計を維持したものの有無及び数に

応じて、政令で定める額以上であるときは、支給しない。ただし、同項第1号に該当する

者が未成年後見人であり、かつ、法人であるときは、この限りでない。 

2 前項に規定する所得の範囲及びその額の計算方法は、政令で定める。 

 

備考  

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 
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ID: 642  

担当部署: 健康福祉部 こども家庭課  

処分の概要 支給の制限 

法 令 名 

根 拠 条 項 
児童手当法 第5条 

法 令 番 号 昭和46年法律第73号 

【基準】 

 法第5条の規定による。 

第5条 児童手当(施設入所等児童に係る部分を除く。)は、前条第1項第1号から第3号までの

いずれかに該当する者の前年の所得(1月から5月までの月分の児童手当については、前々

年の所得とする。)が、その者の所得税法(昭和40年法律第33号)に規定する同一生計配偶

者及び扶養親族(施設入所等児童を除く。以下「扶養親族等」という。)並びに同項第1号

から第3号までのいずれかに該当する者の扶養親族等でない児童で同項第1号から第3号ま

でのいずれかに該当する者が前年の12月31日において生計を維持したものの有無及び数に

応じて、政令で定める額以上であるときは、支給しない。ただし、同項第1号に該当する

者が未成年後見人であり、かつ、法人であるときは、この限りでない。 

2 前項に規定する所得の範囲及びその額の計算方法は、政令で定める。 

 

備考  

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 
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ID: 643  

担当部署: 健康福祉部 こども家庭課  

処分の概要 手当の不支給 

法 令 名 

根 拠 条 項 
児童手当法 第10条 

法 令 番 号 昭和46年法律第73号 

【基準】 

 法第10条の規定による。 

 (支給の制限) 

第10条 児童手当は、受給資格者が、正当な理由がなくて、第27条第1項の規定による命令

に従わず、又は同項の規定による当該職員の質問に応じなかつたときは、その額の全部又

は一部を支給しないことができる。 

 

備考  

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 
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ID: 644  

担当部署: 健康福祉部 こども家庭課  

処分の概要 調査拒否等による手当支払差止め 

法 令 名 

根 拠 条 項 
児童手当法 第11条 

法 令 番 号 昭和46年法律第73号 

【基準】 

 法第11条の規定による。 

第11条 児童手当の支給を受けている者が、正当な理由がなくて、第26条の規定による届出

をせず、又は同条の規定による書類を提出しないときは、児童手当の支払を一時差しとめ

ることができる。 

 

備考  

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 
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ID: 645  

担当部署: 健康福祉部 こども家庭課  

処分の概要 支払いの調整 

法 令 名 

根 拠 条 項 
児童手当法 第13条 

法 令 番 号 昭和46年法律第73号 

【基準】 

 法第13条の規定による。 

 (支払の調整) 

第13条 児童手当を支給すべきでないにもかかわらず、児童手当の支給としての支払が行な

われたときは、その支払われた児童手当は、その後に支払うべき児童手当の内払とみなす

ことができる。児童手当の額を減額して改定すべき事由が生じたにもかかわらず、その事

由が生じた日の属する月の翌月以降の分として減額しない額の児童手当が支払われた場合

における当該児童手当の当該減額すべきであつた部分についても、同様とする。 

 

備考  

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 
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ID: 646  

担当部署: 健康福祉部 こども家庭課  

処分の概要 不正利得の徴収 

法 令 名 

根 拠 条 項 
児童手当法 第14条第1項 

法 令 番 号 昭和46年法律第73号 

【基準】 

 法第14条の規定による。 

 (不正利得の徴収) 

第14条 偽りその他不正の手段により児童手当の支給を受けた者があるときは、市町村長

は、地方税の滞納処分の例により、受給額に相当する金額の全部又は一部をその者から徴

収することができる。 

2 前項の規定による徴収金の先取特権の順位は、国税及び地方税に次ぐものとする。 

 

備考  

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 
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ID: 1654  

担当部署: 健康福祉部 こども家庭課  

処分の概要 児童扶養手当の受給資格の喪失 

法 令 名 

根 拠 条 項 
児童扶養手当法 第4条 

法 令 番 号 昭和36年法律第238号 

【基準】 

 法第4条の規定による。 

 (支給要件) 

第4条 都道府県知事、市長(特別区の区長を含む。以下同じ。)及び福祉事務所(社会福祉法

(昭和26年法律第45号)に定める福祉に関する事務所をいう。以下同じ。)を管理する町村

長(以下「都道府県知事等」という。)は、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ

当該各号に定める者に対し、児童扶養手当(以下「手当」という。)を支給する。 

(1) 次のイからホまでのいずれかに該当する児童の母が当該児童を監護する場合 当該

母 

イ 父母が婚姻を解消した児童 

ロ 父が死亡した児童 

ハ 父が政令で定める程度の障害の状態にある児童 

ニ 父の生死が明らかでない児童 

ホ その他イからニまでに準ずる状態にある児童で政令で定めるもの 

(2) 次のイからホまでのいずれかに該当する児童の父が当該児童を監護し、かつ、これ

と生計を同じくする場合 当該父 

イ 父母が婚姻を解消した児童 

ロ 母が死亡した児童 

ハ 母が前号ハの政令で定める程度の障害の状態にある児童 

ニ 母の生死が明らかでない児童 

ホ その他イからニまでに準ずる状態にある児童で政令で定めるもの 

(3) 第1号イからホまでのいずれかに該当する児童を母が監護しない場合若しくは同号イ

からホまでのいずれかに該当する児童(同号ロに該当するものを除く。)の母がない場合

であつて、当該母以外の者が当該児童を養育する(児童と同居して、これを監護し、か

つ、その生計を維持することをいう。以下同じ。)とき、前号イからホまでのいずれか

に該当する児童を父が監護しないか、若しくはこれと生計を同じくしない場合(父がな

い場合を除く。)若しくは同号イからホまでのいずれかに該当する児童(同号ロに該当す

るものを除く。)の父がない場合であつて、当該父以外の者が当該児童を養育すると

き、又は父母がない場合であつて、当該父母以外の者が当該児童を養育するとき 当該

養育者 

2 前項の規定にかかわらず、手当は、母又は養育者に対する手当にあつては児童が第1号か

ら第4号までのいずれかに該当するとき、父に対する手当にあつては児童が第1号、第2

号、第5号又は第6号のいずれかに該当するときは、当該児童については、支給しない。 

(1) 日本国内に住所を有しないとき。 

(2) 児童福祉法(昭和22年法律第164号)第6条の4に規定する里親に委託されているとき。 

(3) 父と生計を同じくしているとき。ただし、その者が前項第1号ハに規定する政令で定

める程度の障害の状態にあるときを除く。 

(4) 母の配偶者(前項第1号ハに規定する政令で定める程度の障害の状態にある父を除

く。)に養育されているとき。 

(5) 母と生計を同じくしているとき。ただし、その者が前項第1号ハに規定する政令で定

める程度の障害の状態にあるときを除く。 

(6) 父の配偶者(前項第1号ハに規定する政令で定める程度の障害の状態にある母を除

く。)に養育されているとき。 

3 第1項の規定にかかわらず、手当は、母に対する手当にあつては当該母が、父に対する手

当にあつては当該父が、養育者に対する手当にあつては当該養育者が、日本国内に住所を

有しないときは、支給しない。 



真岡市 法適用不利益処分個票 

2 

 

備考  

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 



真岡市 法適用不利益処分個票 

1 

ID: 1655  

担当部署: 健康福祉部 こども家庭課  

処分の概要 児童扶養手当の支給の調整 

法 令 名 

根 拠 条 項 
児童扶養手当法 第4条の2 

法 令 番 号 昭和36年法律第238号 

【基準】 

 法第4条の2の規定による。 

 (支給の調整) 

第4条の2 同一の児童について、父及び母のいずれもが手当の支給要件に該当するとき、又

は父及び養育者のいずれもが手当の支給要件に該当するときは、当該父に対する手当は、

当該児童については、支給しない。 

2 同一の児童について、母及び養育者のいずれもが手当の支給要件に該当するときは、当

該養育者に対する手当は、当該児童については、支給しない。 

 

備考  

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 



真岡市 法適用不利益処分個票 

1 

ID: 1030  

担当部署: 健康福祉部 こども家庭課  

処分の概要 受給資格者の所得による支給の制限① 

法 令 名 

根 拠 条 項 
児童扶養手当法 第9条第1項 

法 令 番 号 昭和36年法律第238号 

【基準】 

 法第9条第1項の規定による。 

 (支給の制限) 

第9条 手当は、受給資格者(第4条第1項第1号ロ又はニに該当し、かつ、母がない児童、同

項第2号ロ又はニに該当し、かつ、父がない児童その他政令で定める児童の養育者を除

く。以下この項において同じ。)の前年の所得が、その者の所得税法(昭和40年法律第33

号)に規定する同一生計配偶者及び扶養親族(以下「扶養親族等」という。)並びに当該受

給資格者の扶養親族等でない児童で当該受給資格者が前年の12月31日において生計を維持

したものの有無及び数に応じて、政令で定める額以上であるときは、その年の11月から翌

年の10月までは、政令の定めるところにより、その全部又は一部を支給しない。 

 

備考  

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 



真岡市 法適用不利益処分個票 

1 

ID: 1033  

担当部署: 健康福祉部 こども家庭課  

処分の概要 受給資格者の所得による支給の制限② 

法 令 名 

根 拠 条 項 
児童扶養手当法 第9条の2 

法 令 番 号 昭和36年法律第238号 

【基準】 

 法第9条の2の規定による。 

第9条の2 手当は、受給資格者(前条第1項に規定する養育者に限る。以下この条において同

じ。)の前年の所得が、その者の扶養親族等及び当該受給資格者の扶養親族等でない児童

で当該受給資格者が前年の12月31日において生計を維持したものの有無及び数に応じて、

政令で定める額以上であるときは、その年の11月から翌年の10月までは、支給しない。 

 

備考  

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 



真岡市 法適用不利益処分個票 

1 

ID: 1034  

担当部署: 健康福祉部 こども家庭課  

処分の概要 父又は母に対する手当の支給の制限 

法 令 名 

根 拠 条 項 
児童扶養手当法 第10条 

法 令 番 号 昭和36年法律第238号 

【基準】 

 法第10条の規定による。 

第10条 父又は母に対する手当は、その父若しくは母の配偶者の前年の所得又はその父若し

くは母の民法(明治29年法律第89号)第877条第1項に定める扶養義務者でその父若しくは母

と生計を同じくするものの前年の所得が、その者の扶養親族等の有無及び数に応じて、政

令で定める額以上であるときは、その年の11月から翌年の10月までは、支給しない。 

 

備考  

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 



真岡市 法適用不利益処分個票 

1 

ID: 1035  

担当部署: 健康福祉部 こども家庭課  

処分の概要 養育者に対する手当の支給の制限 

法 令 名 

根 拠 条 項 
児童扶養手当法 第11条 

法 令 番 号 昭和36年法律第238号 

【基準】 

 法第11条の規定による。 

第11条 養育者に対する手当は、その養育者の配偶者の前年の所得又はその養育者の民法第

877条第1項に定める扶養義務者でその養育者の生計を維持するものの前年の所得が、その

者の扶養親族等の有無及び数に応じて、前条に規定する政令で定める額以上であるとき

は、その年の11月から翌年の10月までは、支給しない。 

 

備考  

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 



真岡市 法適用不利益処分個票 

1 

ID: 1036  

担当部署: 健康福祉部 こども家庭課  

処分の概要 児童扶養手当の返還 

法 令 名 

根 拠 条 項 
児童扶養手当法 第12条第2項 

法 令 番 号 昭和36年法律第238号 

【基準】 

 法第12条の規定による。 

第12条 震災、風水害、火災その他これらに類する災害により、自己又は所得税法に規定す

る同一生計配偶者若しくは扶養親族の所有に係る住宅、家財又は政令で定めるその他の財

産につき被害金額(保険金、損害賠償金等により補充された金額を除く。)がその価格のお

おむね2分の1以上である損害を受けた者(以下「被災者」という。)がある場合において

は、その損害を受けた月から翌年の10月までの手当については、その損害を受けた年の前

年又は前々年における当該被災者の所得に関しては、第9条から前条までの規定を適用し

ない。 

2 前項の規定の適用により同項に規定する期間に係る手当が支給された場合において、次

の各号に該当するときは、その支給を受けた者は、政令の定めるところにより、それぞれ

当該各号に規定する手当で同項に規定する期間に係るものに相当する金額の全部又は一部

を都道府県、市(特別区を含む。)又は福祉事務所を設置する町村(以下「都道府県等」と

いう。)に返還しなければならない。 

(1) 当該被災者(第9条第1項に規定する養育者を除く。以下この号において同じ。)の当

該損害を受けた年の所得が、当該被災者の扶養親族等及び当該被災者の扶養親族等でな

い児童で当該被災者がその年の12月31日において生計を維持したものの有無及び数に応

じて、第9条第1項に規定する政令で定める額以上であること。 当該被災者に支給され

た手当 

(2) 当該被災者(第9条第1項に規定する養育者に限る。以下この号において同じ。)の当

該損害を受けた年の所得が、当該被災者の扶養親族等及び当該被災者の扶養親族等でな

い児童で当該被災者がその年の12月31日において生計を維持したものの有無及び数に応

じて、第9条の2に規定する政令で定める額以上であること。 当該被災者に支給された

手当 

(3) 当該被災者の当該損害を受けた年の所得が、当該被災者の扶養親族等の有無及び数

に応じて、第10条に規定する政令で定める額以上であること。 当該被災者を配偶者又

は扶養義務者とする者に支給された手当 

 

備考  

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 



真岡市 法適用不利益処分個票 

1 

ID: 1692  

担当部署: 健康福祉部 こども家庭課  

処分の概要 母、父又は養育者に対する手当の支給制限 

法 令 名 

根 拠 条 項 
児童扶養手当法 第13条の2 

法 令 番 号 昭和36年法律第238号 

【基準】 

 法第13条の2の規定による。 

第13条の2 手当は、母又は養育者に対する手当にあつては児童が第1号、第2号又は第4号の

いずれかに該当するとき、父に対する手当にあつては児童が第1号、第3号又は第4号のい

ずれかに該当するときは、当該児童については、政令で定めるところにより、その全部又

は一部を支給しない。 

(1) 父又は母の死亡について支給される公的年金給付を受けることができるとき。ただ

し、その全額につきその支給が停止されているときを除く。 

(2) 父に支給される公的年金給付の額の加算の対象となつているとき。 

(3) 母に支給される公的年金給付の額の加算の対象となつているとき。 

(4) 父又は母の死亡について労働基準法(昭和22年法律第49号)の規定による遺族補償そ

の他政令で定める法令によるこれに相当する給付(以下この条において「遺族補償等」

という。)を受けることができる場合であつて、当該遺族補償等の給付事由が発生した

日から6年を経過していないとき。 

2 手当は、受給資格者が次に掲げる場合のいずれかに該当するときは、政令で定めるとこ

ろにより、その全部又は一部を支給しない。 

(1) 国民年金法の規定に基づく障害基礎年金その他障害を支給事由とする政令で定める

給付(次項において「障害基礎年金等」という。)及び国民年金法等の一部を改正する法

律(昭和60年法律第34号)附則第32条第1項の規定によりなお従前の例によるものとされ

た同法第1条による改正前の国民年金法に基づく老齢福祉年金以外の公的年金給付を受

けることができるとき。ただし、その全額につきその支給が停止されているときを除

く。 

(2) 遺族補償等(父又は母の死亡について支給されるものに限る。)を受けることができ

る場合であつて、当該遺族補償等の給付事由が発生した日から6年を経過していないと

き。 

3 手当は、受給資格者が障害基礎年金等の給付を受けることができるとき(その全額につき

その支給が停止されているときを除く。)は、政令で定めるところにより、当該障害基礎

年金等の給付(子を有する者に係る加算に係る部分に限る。)の額に相当する額を支給しな

い。 

4 第1項各号列記以外の部分及び前項の政令を定めるに当たつては、監護等児童が2人以上

である受給資格者に支給される手当の額が監護等児童が1人である受給資格者に支給され

る手当の額を下回ることのないようにするものとする。 

 

備考  

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 



真岡市 法適用不利益処分個票 

1 

ID: 1037  

担当部署: 健康福祉部 こども家庭課  

処分の概要 受給資格者に対する手当の支給の制限 

法 令 名 

根 拠 条 項 
児童扶養手当法 第13条の3第1項 

法 令 番 号 昭和36年法律第238号 

【基準】 

 法第13条の3の規定による。 

第13条の3 受給資格者(養育者を除く。以下この条において同じ。)に対する手当は、支給

開始月の初日から起算して5年又は手当の支給要件に該当するに至つた日の属する月の初

日から起算して7年を経過したとき(第6条第1項の規定による認定の請求をした日において

3歳未満の児童を監護する受給資格者にあつては、当該児童が3歳に達した日の属する月の

翌月の初日から起算して5年を経過したとき)は、政令で定めるところにより、その一部を

支給しない。ただし、当該支給しない額は、その経過した日の属する月の翌月に当該受給

資格者に支払うべき手当の額の2分の1に相当する額を超えることができない。 

2 受給資格者が、前項に規定する期間を経過した後において、身体上の障害がある場合そ

の他の政令で定める事由に該当する場合には、当該受給資格者については、厚生労働省令

で定めるところにより、その該当している期間は、同項の規定を適用しない。 

 

備考  

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 



真岡市 法適用不利益処分個票 

1 

ID: 1038  

担当部署: 健康福祉部 こども家庭課  

処分の概要 規定違反に対する支給の制限 

法 令 名 

根 拠 条 項 
児童扶養手当法 第14条 

法 令 番 号 昭和36年法律第238号 

【基準】 

 法第14条の規定による。 

第14条 手当は、次の各号のいずれかに該当する場合においては、その額の全部又は一部を

支給しないことができる。 

(1) 受給資格者が、正当な理由がなくて、第29条第1項の規定による命令に従わず、又は

同項の規定による当該職員の質問に応じなかつたとき。 

(2) 受給資格者が、正当な理由がなくて、第29条第2項の規定による命令に従わず、又は

同項の規定による当該職員の診断を拒んだとき。 

(3) 受給資格者が、当該児童の監護又は養育を著しく怠つているとき。 

(4) 受給資格者(養育者を除く。)が、正当な理由がなくて、求職活動その他厚生労働省

令で定める自立を図るための活動をしなかつたとき。 

(5) 受給資格者が、第6条第1項の規定による認定の請求又は第28条第1項の規定による届

出に関し、虚偽の申請又は届出をしたとき。 

 

備考  

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 



真岡市 法適用不利益処分個票 

1 

ID: 1039  

担当部署: 健康福祉部 こども家庭課  

処分の概要 届出等不履行の支払の差止め 

法 令 名 

根 拠 条 項 
児童扶養手当法 第15条 

法 令 番 号 昭和36年法律第238号 

【基準】 

 法第15条の規定による。 

第15条 手当の支給を受けている者が、正当な理由がなくて、第28条第1項の規定による届

出をせず、又は書類その他の物件を提出しないときは、手当の支払を一時差しとめること

ができる。 

 

備考  

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 



真岡市 法適用不利益処分個票 

1 

ID: 1040  

担当部署: 健康福祉部 こども家庭課  

処分の概要 不正利得の徴収 

法 令 名 

根 拠 条 項 
児童扶養手当法 第23条第1項 

法 令 番 号 昭和36年法律第238号 

【基準】 

 法第23条第1項の規定による。 

 (不正利得の徴収) 

第23条 偽りその他不正の手段により手当の支給を受けた者があるときは、都道府県知事等

は、国税徴収の例により、受給額に相当する金額の全部又は一部をその者から徴収するこ

とができる。 

 

備考  

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 



真岡市 法適用不利益処分個票 

1 

ID: 1656  

担当部署: 健康福祉部 こども家庭課  

処分の概要 児童扶養手当の手当の支払の調整 

法 令 名 

根 拠 条 項 
児童扶養手当法 第31条 

法 令 番 号 昭和36年法律第238号 

【基準】 

 法第31条の規定による。 

 (手当の支払の調整) 

第31条 手当を支給すべきでないにもかかわらず、手当の支給としての支払が行なわれたと

きは、その支払われた手当は、その後に支払うべき手当の内払とみなすことができる。第

12条第2項の規定によりすでに支給を受けた手当に相当する金額の全部又は一部を返還す

べき場合におけるその返還すべき金額及び手当の額を減額して改定すべき事由が生じたに

もかかわらず、その事由が生じた日の属する月の翌月以降の分として減額しない額の手当

が支払われた場合における当該手当の当該減額すべきであつた部分についても、同様とす

る。 

 

備考  

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 



真岡市 法適用不利益処分個票 

1 

ID: 851  

担当部署: 健康福祉部 こども家庭課  

処分の概要 母子家庭日常生活支援の措置の解除 

法 令 名 

根 拠 条 項 
母子及び父子並びに寡婦福祉法 第17条第1項 

法 令 番 号 昭和39年法律第129号 

【基準】 

 法第17条の規定による。 

 (母子家庭日常生活支援事業) 

第17条 都道府県又は市町村は、配偶者のない女子で現に児童を扶養しているものがその者

の疾病その他の理由により日常生活に支障を生じたと認められるときは、政令で定める基

準に従い、その者につき、その者の居宅その他厚生労働省令で定める場所において、乳幼

児の保育若しくは食事の世話若しくは専門的知識をもつて行う生活及び生業に関する助

言、指導その他の日常生活を営むのに必要な便宜であつて厚生労働省令で定めるものを供

与し、又は当該都道府県若しくは市町村以外の者に当該便宜を供与することを委託する措

置を採ることができる。 

2 前項の規定による委託に係る事務に従事する者又は従事していた者は、正当な理由がな

く、当該事務に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。 

 

備考  

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 



真岡市 法適用不利益処分個票 

1 

ID: 1679  

担当部署: 健康福祉部 こども家庭課  

処分の概要 母子家庭自立支援給付金の不正利得の徴収 

法 令 名 

根 拠 条 項 
母子及び父子並びに寡婦福祉法 第31条の2 

法 令 番 号 昭和39年法律第129号 

【基準】 

 法第31条の2の規定による。 

 (不正利得の徴収) 

第31条の2 偽りその他不正の手段により母子家庭自立支援給付金の支給を受けた者がある

ときは、都道府県知事等は、受給額に相当する金額の全部又は一部をその者から徴収する

ことができる。 

 

備考  

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 



真岡市 法適用不利益処分個票 

1 

ID: 1680  

担当部署: 健康福祉部 こども家庭課  

処分の概要 父子家庭日常生活支援事業の措置の解除 

法 令 名 

根 拠 条 項 
母子及び父子並びに寡婦福祉法 第31条の7第3項 

法 令 番 号 昭和39年法律第129号 

【基準】 

 法第31条の7第3項において準用する法第18条に準じ法第31条の7第1項の規定による。 

 (父子家庭日常生活支援事業) 

第31条の7 都道府県又は市町村は、配偶者のない男子で現に児童を扶養しているものがそ

の者の疾病その他の理由により日常生活に支障を生じたと認められるときは、政令で定め

る基準に従い、その者につき、その者の居宅その他厚生労働省令で定める場所において、

乳幼児の保育若しくは食事の世話若しくは専門的知識をもつて行う生活及び生業に関する

助言、指導その他の日常生活を営むのに必要な便宜であつて厚生労働省令で定めるものを

供与し、又は当該都道府県若しくは市町村以外の者に当該便宜を供与することを委託する

措置を採ることができる。 

 

備考  

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 



真岡市 法適用不利益処分個票 

1 

ID: 1682  

担当部署: 健康福祉部 こども家庭課  

処分の概要 父子家庭自立支援給付金の不正利得の徴収 

法 令 名 

根 拠 条 項 
母子及び父子並びに寡婦福祉法 第31条の10において準用する第31条の2 

法 令 番 号 昭和39年法律第129号 

【基準】 

 準用する法第31条の2の規定による。 

 (不正利得の徴収) 

第31条の2 偽りその他不正の手段により母子家庭自立支援給付金の支給を受けた者がある

ときは、都道府県知事等は、受給額に相当する金額の全部又は一部をその者から徴収する

ことができる。 

 

備考  

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 



真岡市 法適用不利益処分個票 

1 

ID: 852  

担当部署: 健康福祉部 こども家庭課  

処分の概要 寡婦日常生活支援の措置の解除 

法 令 名 

根 拠 条 項 
母子及び父子並びに寡婦福祉法 第33条第3項 

法 令 番 号 昭和39年法律第129号 

【基準】 

 法第33条第3項において準用する法第18条に準じ法第33条第1項の規定による。 

 (寡婦日常生活支援事業) 

第33条 都道府県又は市町村は、寡婦がその者の疾病その他の理由により日常生活に支障を

生じたと認められるときは、政令で定める基準に従い、その者につき、その者の居宅その

他厚生労働省令で定める場所において、食事の世話若しくは専門的知識をもつて行う生活

及び生業に関する助言、指導その他の日常生活を営むのに必要な便宜であつて厚生労働省

令で定めるものを供与し、又は当該都道府県若しくは市町村以外の者に当該便宜を供与す

ることを委託する措置を採ることができる。 

 

備考  

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 



真岡市 法適用不利益処分個票 

1 

ID: 946  

担当部署: 健康福祉部 こども家庭課  

処分の概要 診療報酬の支払いの一時差止め 

法 令 名 

根 拠 条 項 
母子保健法 第20条第7項において準用する児童福祉法第21条の3第2項 

法 令 番 号 昭和40年法律第141号 

【基準】 

 法第20条第7項及び児童福祉法第21条の3第2項の規定による。 

 (養育医療) 

第20条  

7 児童福祉法第19条の12、第19条の20及び第21条の3の規定は養育医療の給付について、同

法第20条第7項及び第8項並びに第21条の規定は指定養育医療機関について、それぞれ準用

する。この場合において、同法第19条の12中「診療方針」とあるのは「診療方針及び診療

報酬」と、同法第19条の20(第2項を除く。)中「小児慢性特定疾病医療費の」とあるのは

「診療報酬の」と、同条第1項中「第19条の3第10項」とあるのは「母子保健法第20条第7

項において読み替えて準用する第19条の12」と、同条第4項中「都道府県」とあるのは

「市町村」と、同法第21条の3第2項中「都道府県の」とあるのは「市町村の」と読み替え

るものとする。 

 

児童福祉法 

第21条の3 

2 指定療育機関の管理者が、正当な理由がなく、前項の報告の求めに応ぜず、若しくは虚

偽の報告をし、又は同項の同意を拒んだときは、都道府県知事は、当該指定療育機関に対

する都道府県の診療報酬の支払を一時差し止めることを指示し、又は差し止めることがで

きる。 

 

備考  

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 



真岡市 法適用不利益処分個票 

1 

ID: 947  

担当部署: 健康福祉部 こども家庭課  

処分の概要 費用の徴収 

法 令 名 

根 拠 条 項 
母子保健法 第21条の4第1項 

法 令 番 号 昭和40年法律第141号 

【基準】 

 法第21条の4の規定による。 

 (費用の徴収) 

第21条の4 第20条の規定による養育医療の給付に要する費用を支弁した市町村長は、当該

措置を受けた者又はその扶養義務者から、その負担能力に応じて、当該措置に要する費用

の全部又は一部を徴収することができる。 

2 前項の規定による費用の徴収は、徴収されるべき者の居住地又は財産所在地の市町村に

嘱託することができる。 

3 第1項の規定により徴収される費用を、指定の期限内に納付しない者があるときは、地方

税の滞納処分の例により処分することができる。この場合における徴収金の先取特権の順

位は、国税及び地方税に次ぐものとする。 

 

備考  

 

設 定 年 月 日 令和 3 年 4 月 1 日 最終変更年月日  年  月  日 

 


